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事業事前評価表（技術協力プロジェクト）  

 

作  成  日：平成 20 年 11 月 12 日  

担当部署： JICA スリランカ事務所  

１．案件名 

和文名：   スリランカ国小規模酪農改善プロジェクト  
英文名：   Project on Small Scale Dairy Farming Improvement through Genetic and 

Feeding Management Improvement in Sri Lanka 
２．協力概要 

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述  
本案件は、①スリランカにおける後代検定の適正手法の開発、②人工授精技術

の改善・普及、③酪農家の飼養管理技術の改善の 3 分野を通じて、各該当政府職
員及び小規模酪農家を対象とした小規模酪農技術の整備・普及を行うことをプロ

ジェクト目標とする。特に、低コストで小規模酪農家が利用可能な飼養管理技術

の改善及び育種の成果の相乗効果により、牛乳の生産性が向上して酪農家の生計

向上が図られることを基本方針として協力を行う。対象地域はキャンディ、ヌワ

ラエリヤ、クルネガラ、マータレの 4 県とする。  
 
（2）協力期間  

2009 年 4 月～2014 年 3 月（5 年間）  
 
（3）協力総額（日本国側）  

約 3 億 6 千万円  
 
（4）協力相手先機関  

家畜開発省家畜生産衛生局、国家畜産開発公社（NLDB）牧場  
 
（5）被益対象者及び規模等  
（直接裨益者）   
①<後代検定>家畜生産衛生局育種課、NLDB1 牧場 2 ヵ所の職員約 30 名  
②<人工授精>人工授精（AI）センター（クンダサーレ（凍結精子の生産）、ポロ
ンナルワ（人工授精技術研修））、対象 4 県のフィールド獣医事務所（人工授精
師）の職員約 40 名  
③<飼養管理>4 県における 20 戸のモデル酪農家とモデル酪農家づくりを担う該
当フィールド獣医事務所における職員及び現場技術者（獣医師、人工授精師、

農業普及員等）約 30 名  
（間接被益者）  
酪農セクターの協力対象地域の政府職員及び小規模酪農家（約 6,300 人）  

 
３．協力の必要性・位置づけ 

（1）現状及び問題点  
スリランカ国（全人口約 19,900 千人、面積約 66 千 km2）では、全人口の 85％以

上が農村部に居住し、GDP 全体に対する農業分野の割合は 15%を占めるとともに、
就労人口の 34％が農業に従事している。貧困層の約 95％は農漁村地域、プランテ
ーション農園地域を中心に分布し、農業の停滞が貧困問題の大きな要因となって

いる。  
このような中において、畜産業は広い農地を必要としない農業として、貧困農

民及び土地なし農民の収入向上が期待される部門であり、特に酪農においては、

スリランカ全土で行われている（全国 40 万世帯）。酪農家の多くは、他の作物と

                                                  
1 借腹牛の提供元  
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ともに複合経営を行っている小規模農家であるが、総所得に占める酪農からの収

入の割合は約 5 割を占めており、酪農は所得向上への貢献度が高い。  
しかし、近年、牛及び水牛の頭数、牛乳生産が停滞する一方、粉乳の輸入額は  

   2005 年度時点で 134 億ルピー（約 138 億円）に達しており、スリランカ国政府は
 2006 年の国家畜産開発計画の中で、2015 年までに牛乳・乳製品自給率を 50％に向
上させる目標を定めている。  
かかる状況の下、貧困層の所得向上及び粉乳輸入の抑制を目指して乳牛の生産

性を改善し、乳量を向上させるためには、品種改良による育種面からの改善に加

え、同時にその効果発現を支える飼養管理技術の改善が必要である。  
このような背景のもと、スリランカ国政府は我が国に対して技術協力プロジェ

クトの実施を要請してきた。  
 
（2）相手国政府政策上の位置づけ  

現政権の国家政策「マヒンダ・チンタナ 10 ヵ年開発計画（2006 年～2016 年）」
では、農業セクターの平均 GDP 成長率を 4～5%を目標とし、国内総牛乳需要に占
める自給率を 2005 年の 20%から 2015 年までに 50%にまで向上する方針を明確に
している。また、農業セクターは農村地域の貧困削減に大きく貢献すること、特

に畜産セクターは、農村地域の収入向上機会の増加に重要な役割を果たすため、

家畜飼育農家や畜産業の人材のスキルや能力開発は、政府の開発計画の重点課題

とされている。  
また、国家畜産開発計画の中で、畜産セクター全般の生産性向上のためにロー

カル種の家畜の遺伝形質の向上を図る必要性が述べられている。  
 
（3）我が国援助政策との関連・ JICA 国別事業実施計画上の位置づけ  

2004 年 4 月に策定された国別援助計画のうち、畜産セクターの支援は「中･長期
開発ビジョンに沿った援助計画」の（ c）貧困対策に対する支援に合致する。この
中で民族間・地域間で生活基盤及び経済基盤（農水産業、農村工業）の整備に対

するバランスのとれた支援が不可欠とされている。  
また、2005 年 10 月に改訂された JICA 国別事業実施計画の援助重点分野及びプ

ログラムの「⑧農漁村・地方開発プログラム」において、貧困層の経済基盤であ

る農水産業の開発を重要課題に挙げている。低い農業生産性、農家の営農技術不

足、農地の細分化などを課題とし、貧困対策に資する協力を重点的に進めると述

べられている。  
 
（4）他の援助スキーム・援助機関との関係  

現地国内研修「北・東部州家畜飼育研修」（2005 年 12 月から 3 年間で実施中。
延長予定。）において、酪農家向け研修を実施している。本件モデル酪農家におけ

る同国内研修からの研修生の受け入れを行い、本件の効果が北・東部地域の酪農

家へ被益することが期待されている。  
また、UNDP が実施している「生計向上プログラム」（2008 年 1 月～20010 年 12

月、総予算 US$500 万）の中で、北・東部地域における生計向上活動のコンポーネ
ントの一つとして、畜産分野への支援が計画されており、同様に研修生の受入等

の調整により相互連携が可能である。  
 
４．協力の枠組み 

主な項目  
（1）協力の目標  
①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値  
【目標】  プロジェクト対象地域において、育種及び飼養管理の改善を通じた小

規模酪農改善のための技術・体制基盤が整備される  
【指標】  
 1.  プロジェクト対象地域の人工授精技術者が、後代検定の意義を理解し、後  

代検定済み種雄牛の精液を導入したいと答える  
 2.  対象地域における 8 割の酪農家に改善された飼養管理技術が採用される  
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②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）  
【目標】  
 1.  プロジェクト対象地域において小規模酪農家に適した飼養管理技術の改善  

により、牛乳の生産性が向上し、酪農家の収益が向上する  
 2.  後代検定済み種雄牛が選定され、後代検定済みの凍結精液を用いた人工授  

精が普及する  
 3.  スリランカ国において後代検定の意義の理解が深まり、育種体制が改善さ  

れる  
【指標】  
 1.  対象地域において、酪農家の生乳販売収益が 20%向上する  
 2.  後代検定済の凍結精液の利用率が全国規模で 20%向上する  
 3.  後代検定手法のマニュアルを活用した後代検定プログラムの実施が国家畜  

産開発計画に記載され、継続的に予算及び人員が確保される  
 

（2）成果（アウトプット）、そのための活動、指標・目標値  
成果 1 スリランカにおける適正な後代検定手法が確立される  
【活動】  

1-1 ジャージー種及びジャージー種交雑種の生産・繁殖能力を分析する   
1-2 後代検定プログラムの構築に向けた、ジャージー種及びジャージー交雑種

の課題を分析する  
1-3 NLDB 牧場において記録管理及び血統管理法を改善する  
1-4 後代検定プログラムを構築し、実施する    
1-5 家畜生産衛生局育種課職員及び NLDB 牧場職員に対し、調整・計画交配  

及び乳量検定の実地指導を行う    
1-6 家畜生産衛生局及び NLDB 牧場職員が活用する後代検定手法のマニュア  

ルを作成する    
【指標】  

1-1 後代検定手法のマニュアルが作成される  
1-2 後代検定関連技術を育種課職員及び NLDB 牧場職員が正しく理解し、  
    その実施体制が強化される  

 
成果 2 人工授精に関連する技術が改善される  
【活動】  

2-1 精液製造・配布、輸入精液、研修プログラム、現場での人工授精実施な  
ど、現行の人工授精プログラムの課題を分析する   

2-2 人工授精センター（ポロンナルワ）の指導教官及び研修生（獣医師及び  
人工授精師）に対し、改良された人工授精プログラムの技術指導を行う  

2-3 人工授精の現場技術者（フィールド獣医事務所及び NLDB）に対し、改  
良された人工授精技術を実地指導する  

【指標】  
1. 後代検定候補牛の調整交配及び計画交配による受胎率が、プロジェクト  
開始後 1~2 年以内に 70%に達する  

 
成果 3 酪農家の飼養管理技術が改善される  
【活動】  

         3-1 現行の飼養管理の課題を分析する   
3-2 適正な飼養管理技術を明らかにし、モデル農家づくりを通じて該当フィ  

－ルド獣医事務所の現場技術者に対し実地指導を行う   
3-3 専門家及び C／P がフィールド獣医事務所の現場技術者（普及員）向けの

技術マニュアルを作成し、普及員に対して飼養管理技術の研修及び実地  
指導をモデル農家で行う   

3-4 普及員が農民向けの普及マニュアルを作成し、農家に対して飼養管理技  
術の研修及び実施指導をモデル農家で行うことを支援する  
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【指標】  
3-1 作成された現場技術者（普及員）向けの技術マニュアルを用いて、普及員

に対する研修及び実地指導が行われる  
3-2 作成された農民向けの普及マニュアルを用いて、農家に対する研修及び実

地指導が行われる  
3-3 育成されたモデル農家において、普及員が普及マニュアルの技術を正しく

研修生農家に説明できる  
  ようになる  

（3）投入  
①日本側  
・長期専門家：2 名（「チーフアドバイザー／飼養管理」、「業務調整」）  
・短期専門家：年間 4～5 名（10M／M×5 年）  
・機材供与 ：車両、研修用資機材、実習用資機材等  
・研修員受入：年間 1～2 名（2M／M×5 年）  
・現地活動費：フィールド整備費、研修経費、傭人費等  

 
②スリランカ国側  
・カウンターパート  

<中央レベル> 
-家畜開発省次官（プロジェクト・スーパーバイザー）  
-家畜生産衛生局長（プロジェクト・ダイレクター）  
-同局育種課長（プロジェクト・マネージャー）  
-同局人材開発課、同局獣医、人工授精センター（クンダサーレ、ポロンナル
ワ）職員、NLDB ダヤガマ牧場及びアンディガマ牧場の場長  

<州レベル>（中部州及び北西部州）  
-州家畜生産衛生局長  
-対象フィールド獣医事務所獣医師及び家畜開発指導員  

・C／P 職員の人件費・諸手当、供与機材の輸入から保管に係る経費などの予算  
 措置  
・土地・建物・設備の提供（家畜生産衛生局内に事務所スペースを設置）  
・消耗品の維持管理  

 
（4）外部条件（満たされるべき外部条件）  
①前提条件  
・検定データ取りまとめ部署が決定し、必要な職員が配置される  
・家畜生産衛生局及び該当するフィールド獣医事務所において現場からのデータ

収集に必要な職員と出張手当などの予算が措置される  
 
②成果（アウトプット）達成のための外部条件  
・NLDB の牧場の乳量などの正確なデータがデータ取りまとめ部署に定期的に提
出される  

・C／P がプロジェクトに継続して勤務する  
・借腹牛の提供において、NLDB とプロジェクトの協力関係が維持される  
・異常な家畜伝染病や異常気象が発生しない  

 
③プロジェクト目標達成のための外部条件  
・C／P がプロジェクトに継続して勤務する  
  
④上位目標達成のための外部条件  
・スリランカ国の酪農振興計画（牛乳・乳製品の自給率の向上計画等）が継続す

る  
・C／P がプロジェクト終了後も継続して後代検定、人工授精、飼養管理に携わ  
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 る  
・政府のクリーンミルクプログラム 2が酪農振興地域の村落に展開し継続する  
・対象地域の治安が維持される  
・生乳価格が暴落しない  

 
５．評価 5 項目による事業評価分析結果 
本案件の事前評価は以下の 5 項目の観点から検証され、実施の適切性が確認された。
 
（1）妥当性  
本案件は以下の点から妥当性が高いと判断できる。  

 ・スリランカ国国家畜産開発政策の中で述べられている牛乳及び乳製品の自給率向
上は、外国からの輸入製品の高騰を受け喫緊の課題となっており、乳量増加を図

る本プロジェクトの妥当性は高い。  
・小規模酪農家を対象とした人工授精、飼養管理技術の改善活動を中心としたモデ

   ル農家づくりによる普及体制を整備することにより、全国の小規模酪農家に被益
が可能である。  

 ・ JICA 国別事業実施計画で規定している貧困対策に対する支援に合致する。  
 ・我が国は、乳用牛改良を通じた生産コスト低減による経営改善に 30 年以上取り
組んでおり、最近では種雄牛の国際評価に参加し、種雄牛の遺伝的能力が世界の

トップレベルと確認されるなど技術の比較優位も高い。  
 
（2）有効性  
本案件は以下の点から有効性が高いと見込まれる。  
・プロジェクト目標は後代検定手法の確立、人工授精技術の改善、飼養管理技術の

改善の 3 つの成果を通じて 5 年間で達成可能と見込まれる。  
・後代検定は①候補牛作出、②娘牛作出、③娘牛の乳量からの種雄牛評価を行う。

これは通常７年かかるが本プロジェクトで行う第１回目後代検定では②の工程

から出発し③に至る作業を５年間で終了する。それと並行して実施する第２回目

後代検定では①の方法を提示し、５年間で①②の工程で終了する。第１回、第２

回後代検定を合わせると７年間かかる①②③の全工程を５年間で①②③の手法

の開発を提示することが可能。  
・人工授精と飼養管理は既に一定の技術水準を有しており、比較的短期間で改善効

果が現れるものであり、農家レベルで効果が実感されることでスムーズに普及・

定着することが期待できる。  
 
（3）効率性  
本案件は以下の点から効率性が高いと見込まれる。  
・成果を達成するために過不足ない専門家の投入が計画された効率的なプロジェク

トといえる。  
 ・インドネシアの類似案件の実績を踏まえると、本プロジェクト期間中に後代検定
の手法、人工授精、飼養管理にかかる技術の習得が十分可能と見込まれる計画と

なっている。  
 ・相手国政府は経験の豊富な人材を有し、畜産分野本邦研修の研修生による自主的
な活動も報告されていることから、こうした人材との連携を通じて効率的な協力

が可能となる。  
 
（4）インパクト  
 本案件のインパクトは以下のように予測できる。  
・小規模酪農改善のための技術・体制基盤が整備される（プロジェクト目標の達成）

ことにより、飼養管理技術が改善し、牛乳の生産性が改善され、酪農家の収入が

向上することが見込まれるため、上位目標が発現する見込みは高く、本プロジェ

クトにより提示される小規模酪農モデルは、全国に被益する可能性がある。特に

                                                  
2 国家畜産開発政策の中で述べられている、安全な生乳普及振興プログラム  
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北・東部州に対しては、紛争影響住民に対する支援効果としても期待できる。  
・プロジェクト対象地域内外で新規に酪農を開始する農家が現れることが期待され

る。  
  
（5）自立発展性  
本案件による効果は相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されるものと見  
込まれる。  
・<政策、組織、制度面> 

 国家畜産開発計画に記載されている牛乳生産量増加の方針及びスリランカ国内
の需要の変更は当面見込まれず、政策的な持続性がある。組織面では、後代検定

に係る組織体制はまだないため、プロジェクトを実施しながら職員の育成・強化

に努め、家畜生産衛生局の内部で種雄牛の評価・選抜ができるような体制作り及

び体制の定着化を協力期間中に支援することにより持続性の確保が見込まれる。  
・<技術面> 

 飼養管理においては、小規模酪農家によるモデル農家が、各自然条件や酪農形態
にあわせて設置されること、酪農地域における技術普及の核とする基礎的な技術

能力をフィールド獣医事務所職員が持ち合わせていること、中央でも職員及び農

家育成のための研修プログラムが定期的に実施されていることなどから持続性が

あると見込まれる。  
 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

土地保有面積がごく限られている小規模酪農家をモデル酪農家に採り入れ、近隣

の小規模酪農家及び全国から参加する現場技術者や酪農家への成功事例として示す

ことで、小規模酪農家へ技術が普及し、牛乳の増産などの形で被益し、貧困削減に

貢献することが期待される。また、酪農は女性も乳牛飼育に日々関わっていること

から、女性の研修への参加機会を積極的に増やすなどの取り組みを通じた配慮が可

能である。  
 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 

類似案件の有無： 有  
（1） JICA の類似案件  
「インドネシア家畜人工授精センター強化計画 (1986～1995 年 )」  
「同アフターケア (2000～2002 年 )」  
上記案件は教訓として、後代検定の継続実施と成功には中央政府、地方政府、そ

の他様々な機関との連携と財政支援の取り付けが必要となることから、案件開始

当初から関係機関の巻き込みを図り、支援や協力関係を築くための定期的な協議

の必要性を述べている。また、同案件では一般酪農家を借腹牛提供元としたこと

から、種雄牛評価に用いるデータの正確性などに問題が発生した。本件について

は、関係機関の間で定期的に技術的な協議を行う地域調整委員会を設置し、関係

機関の積極的かつ継続的な事業への関わりを確保するとともに、種雄牛評価に必

要なデータ数及びその正確性の確保のため、NLDB 牧場を借腹牛提供元に選ぶこと
で、後代検定事業の正確性・持続性を確保することを目指す。  
 

（2）スリランカ国における他ドナーの類似案件  
なし  
 

８．今後の評価計画 

・中間評価   ：プロジェクト開始後 2 年経過時点  
・終了時評価  ：プロジェクト終了の半年前  
・事後評価  ：プロジェクト終了の 2～4 年後  
 

 




